


核兵器禁止条約が2017年7月7日に採択されたことを認識し、2017年9月20日
に国連事務総長によって署名開放され、2021年1月22日に発効し、2022年6月21
日～23日に第1回締約国会議が開催されたことに留意し、（略）

（前略）核軍縮・不拡散に関する意思決定プロセスのあらゆる側面において
ジェンダーの観点をいっそう取り入れることの重要性を再確認し、（略）
1．全ての国、とりわけ核兵器国に対し、核兵器の完全廃棄までの間、核兵器

が二度と使用されないことを確実にするようあらゆる努力を払い、また、
核戦争の回避はすべての国の共通の利益であるとの認識に基づき、核兵器
使用に関するいかなる扇動的なレトリックも自制するよう要請する。

2．核兵器の完全廃棄までの間、核兵器国に対し、自国が行ったあらゆる既存
の安全の保証を尊重し、各国家が行った声明と合致する形でNPT締約国で
ある非核兵器国に対し核兵器の使用や使用の威嚇をしないよう求める。

3．すべての国、とりわけ核兵器国に対し、自国のNPT義務の履行に関連し
て、不可逆性、検証可能性、透明性の原則を適用すること、2010年行動計
画の行動21に従い、それぞれの国家安全保障を害さない形で、自国の保有
核兵器及び能力に関する具体的なデータに関連する情報や、核兵器あるい
は他の核爆発装置に使用可能な核分裂性物質の生産状況など、自国の核政
策、ドクトリン、核リスク削減措置を含む核軍縮関連の国家施策に関する
情報を提供することで透明性措置を強化すべく速やかに努力すべきこと、
（略）を求める。

4．世界の核兵器備蓄の全体的な減少傾向を維持することは、核兵器のない世
界に近づく上で死活的に重要であることを強調し、配備・非配備や場所を
問わず、一方的、二国間、地域間、多国間措置を通じたものを含め、あら
ゆる種類の核兵器を削減し、究極的には廃棄するためのさらなる努力を講
じるよう核兵器国に求める。

5．包括的核実験禁止条約（CTBT）に未だ署名ないし批准していないすべて
の国、とりわけ付属文書2に掲げられた残る8か国に対し、あらゆる便宜を
図って署名・批准を行うこと、また、CTBTの発効までの間、核兵器の爆
発実験及び他のすべての核爆発、ならびにこの条約の目的を損なわせるよ
うないかなる行為を行わないこと、（略）を要請する。

6．ジュネーブ軍縮会議に、（略）核兵器ならびに他の核爆発装置用の核分裂
性物質の生産を禁止する非差別的、多国間で国際的にかつ効果的に検証可
能な条約の交渉を即時に開始し、早期に締結することを求める。（略）

7．全ての国、とりわけ核兵器国に対し、誤算、誤認、ミスコミュニケーショ
ンあるいは事故によって生じる核兵器使用に関連したリスクを軽減するこ
とを求める。（略）

8．全ての国に対し、核軍縮を支持するため、また、NPT第6条の目的に向け
た効果的な措置として、多国間軍縮検証と能力構築を発展させるイニシア
ティブへの支援を強化するとともに、核軍縮検証に関する概念的、実践的
作業の前進に向けて、その分野における核兵器国と非核兵器国の間のパー
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トナーシップの重要性を考慮し、すべての国の幅広い参加を奨励する。
9．NPTの一体性と保障措置制度の権威を維持するために、不拡散義務を遵守

し、すべての不履行問題に対処することの重要性を強調する。
10．関連する国連安保理決議に従い、朝鮮民主主義人民共和国（DPRK）のす

べての核兵器及び既存の核計画、ならびに他のすべての大量破壊兵器と弾
道ミサイル計画における完全で、検証可能かつ不可逆的な廃棄を達成する
との誓約と、あらゆる関連安保理決議を完全に履行するとのすべての締約
国の義務を再確認するとともに、核兵器使用のしきいを引き下げる核政策
を盛り込んだ改正法に関するDPRKの2022年9月8日の発表に対する深い懸
念に留意し、DPRKに対し、NPT及び国際原子力機関（IAEA）保障措置の
完全履行に早期に復帰することを要請する。

11．すべての国に対し、核兵器のない世界の実現を支援し、NPTの目的を前
進させるための有効かつ効果的な手段である核軍縮・不拡散教育に関する
努力を強化するよう求める。（略）

12.（略）

共同提案国：日本、オーストラリア、カナダ、クロアチア、チェコ、リトアニア、タンザニア、
米国 
追加の共同提案国：アルバニア、アンドラ、ベルギー、ベリーズ、ボスニア・ヘルツェゴヴィ
ナ、ブルガリア、コモロ諸島、コートジボワール、キプロス、デンマーク、ドミニカ共和国、
フィジー、フィンランド、ジョージア、ドイツ、ハンガリー、アイスランド、イタリア、レソ
ト、リベリア、ルクセンブルク、マダガスカル、マラウィ、モルジブ、マーシャル諸島、ミクロ
ネシア連邦、モンテネグロ、オランダ、北マケドニア、ノルウェー、パラオ、パプアニューギニ
ア、パラグアイ、モルドバ、サモア、シンガポール、スロバキア、スロベニア、スペイン、ス
ウェーデン、東チモール、トルコ、ウルグアイ、ザンビア

出典：国連文書 A/RES/77/76
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